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経済学会規約

第１条　本学会は近畿大学経済学会と称する。

第２条　本学会の事務所は本学経済学部資料室内におく。

第３条　本学会は学術の発展に寄与し，会員の研究・教育の振興を図ることを目的とする。

第４条　本学会は本学経済学部及び大学院経済学研究科の専任の教授，准教授，講師，及

び特任教員を以って組織する。

第５条　本学会は次の事業を行う。

　　　　１．機関誌『生駒経済論叢』（年２回）の刊行。

　　　　２．研究会ならびに講演会等の開催。

　　　　３．他学部交流事業として，他学部教員の研究成果の機関誌への掲載。

　　　　４．その他本学会の目的達成に必要とする事項。

第６条　本学会の刊行物は無償又は有償にて配布する。

第７条　本学会には次の委員をおく。

　　　　１．委員長１名

　　　　２．編集委員若干名

第８条　１．委員長は経済学部長とし，本会を代表し会員中より委員を委嘱する。

　　　　２．委員の任期は１カ年とする。

第９条　本学会の年度は４月１日より翌年３月３１日迄とし，本学会の運営に必要な経費は

経済学部運営費の内より支弁する。

第１０条　『生駒経済論叢』に掲載された作品から発生する権利（著作権）は，「経済学会」

に属するものとする。ただし，『生駒経済論叢』に著作を投稿する執筆者は，冊

子体以外の形でその著作が公開されることを承諾する。なお，執筆者がみずから

執筆した著作を他の書誌に転載するにあたっては，原則として許可するが，別途

経済学会に申し出て許可を得ること。

第１１条　投稿原稿は，ワープロ打ち完成原稿とともに電子ファイル原稿も提出すること。

　　　　　　附　則

　　　　　この規約は，平成１５年４月１日より施行する。

　　　　　この規約の改正は，平成１７年１０月１日から施行する。

　　　　　この規約の改正は，平成１９年４月１日から施行する。

　　　　　この規約の改正は，平成２２年７月２１日から施行する。

　　　　　この規約の改正は，平成２５年７月１７日から施行する。
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